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利 用 者 負 担 説 明 書 
2026 年 6月 1日 

 

  介護老人保健施設をご利用される利用者のご負担は、介護保険（及び介護予防）の給付にか

かる１割～３割の自己負担分と保険給付対象外の費用（居住費、食費、利用者の選択に基づく

特別な療養室料及び特別な食費、日常生活で通常必要となるものに係る費用や、理美容代、倶

楽部等で使用する材料費、診断書等の文書作成費、要介護認定の申請代行費等）を利用料とし

てお支払いいただく 2種類があります。 

  なお、介護保険（及び介護予防）の保険給付の対象となっているサービスは、利用を希望さ

れるサービス（入所、（介護予防）短期入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーション）

毎に異なります。 

  また、利用者負担は全国統一料金ではありません。介護保険（介護予防）給付の自己負担額

は、施設の所在する地域（地域加算）や配置している職員の数、また、認知症専門の施設（認

知症専門棟加算）で異なりますし、利用料も施設ごとの設定となっております。当施設の利用

者負担につきましては、次頁以降をご参照下さい。 

  介護保険には、大きくわけて、入所をして介護保険を利用する施設サービスと在宅にいて種々

のサービスを受ける居宅サービス（及び介護予防のサービス）がありますが、それぞれ利用方

法が異なっています。 

  施設サービスを希望される場合は、直接施設にお申し込みいただけますが、（介護予防）短期

入所療養介護、（介護予防）通所リハビリテーションは、原則的に利用に際しては、居宅支援サ

ービス（介護予防サービス）計画（ケアプラン）を作成したあとでなければ、保険給付を受け

ることができませんので注意が必要です。また、加算対象のサービスも、居宅支援サービス（介

護予防サービス）計画に記載がないと保険給付を受けられませんので、利用を希望される場合

は、居宅支援サービス（介護予防サービス）計画に記載されているか、いないかをご確認くだ

さい。 

  各サービス計画は、居宅介護支援事業所（介護予防支援事業者〔地域包括支援センター〕））

に作成依頼することもできます。 

  詳しくは、介護老人保健施設の担当者にご相談ください。 
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入所の場合の利用者負担（介護保険１割負担の場合） 
（１）保険給付の利用者負担額 

    施設利用料（介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度によって利用料が異なりま

す。以下は１日当たりの自己負担分です） 

   
従来型個室 多床室(４人室) 

    ・要介護１   ８５９円 
   ・要介護２   ９４１円 
   ・要介護３  １０１２円 
   ・要介護４  １０７４円 
   ・要介護５  １１３４円 

・要介護１   ９５０円 
   ・要介護２  １０３３円 
   ・要介護３  １１０６円 
   ・要介護４   １１６９円 
   ・要介護５   １２２７円 

＊ 夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たす場合は夜勤体制置加算を算定する。 

【夜勤体制加算 ２７円】 

 

＊ 当施設の在宅復帰率等によって算出される在宅復帰・在宅療養支援等指標が基準値を

上回り、他の諸要件を満たした場合、在宅復帰・在宅療養支援機能加算を算定する。 

【在宅復帰・在宅療養支援機能加算Ⅱ ５６円】 

 

＊ 入所日から３０日以内の期間において初期加算を算定する。 

【初期加算Ⅱ ３３円】 

 

＊ 管理栄養士を配置し、入所者の栄養状態を適切にアセスメントし、その状態に応じて

多職種協働により 栄養ケア・マネジメントが行い、その情報を提出した場合に算定

する。 

【栄養マネジメント強化加算 １２円】 

 

＊ 入所者ごとのリハビリテーション実施計画の内容等の情報を提出した場合に算定する。 

【リハビリテーションマネジメント計画書情報加算 ３６円】 

 

＊ 介護職員のうち、介護福祉士の割合が一定以上の場合はサービス提供体制加算を算定

する。 

【サービス提供体制強化加算Ⅲ ７円】 

 

＊ 所定単位数に 8.6％を乗じた単位数を 介護職員等処遇改善加算Ⅱとして算定する。 

 

 

＊ 入所日から３ヶ月以内の期間においては、入所時及び１月に１回以上入所者の評価を

行い、その情報を提出している場合に限り、必要に応じ短期集中リハビリテーション

を算定する。短期集中リハビリテーションは、１週に付き概ね３日以上とする。 

【短期集中リハビリテーション実施加算Ⅰ ２８２円】 
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＊ 入所日から３ヶ月以内の期間においては、必要に応じ短期集中リハビリテーションを

算定する。短期集中リハビリテーションは、１週に付き概ね３日以上とする。 

【短期集中リハビリテーション実施加算Ⅱ ２１８円】 

 

＊ 適切なリハビリ専門職を配置し、入所者の退所後の居宅又は社会福祉施設等を訪問し

た上で、認知症であると医師が判断した者であってリハビリテーションによって生活

機能の改善が見込まれると判断され、集中的に個別にリハビリテーションを実施した

場合、１週３日を限度として認知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定する。 

【認知症短期集中リハビリテーション実施加算Ⅰ ２６２円】 

 

＊ 認知症であると医師が判断した者であってリハビリテーションによって生活機能の改

善が見込まれると判断され、集中的に個別にリハビリテーションを実施した場合、１

週３日を限度として認知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定する。 

【認知症短期集中リハビリテーション実施加算Ⅱ １３１円】 

 

 

＊ 若年性認知症入所者に対し介護保健施設サービスを実施した場合は、若年性認知症入

所者受入加算を算定する。 

【若年性認知症入所者受入加算 １３１円】 

 

＊ 当施設のサービス利用中の外泊は、１ヶ月６日間までの範囲において必要に応じて適

切に行う。外泊された場合には、1 日につき上記施設サービス費に代えて外泊加算を算

定する。ただし、外泊の初日と施設に戻られた日は、入所日同様の扱いとなり、外泊

扱いにはなりません。 

【外泊時費用 ３９５円】 

 

＊ 当施設のサービス利用中の外泊は、１ヶ月６日間までの範囲において必要に応じて適

切に行う。外泊され、介護老人保健施設により提供される在宅サービスを利用した場

合には、1 日につき上記施設サービス費に代えて外泊加算を算定する。ただし、外泊の

初日と施設に戻られた日は、入所日同様の扱いとなり、外泊扱いにはなりません。 

【外泊時費用 ８７２円】 

 

＊ 医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断された方にターミナルケアを行った場

合ターミナルケア加算を算定する。 

【ターミナルケア加算（死亡日前３１～４５日）７９円】 

【ターミナルケア加算（死亡日前４～３０日）１７５円】 

【ターミナルケア加算（死亡日前２～３日） ９９２円】 

【ターミナルケア加算（死亡日当日）   ２０７１円】 
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＊ 特定の要件を満たした協力医療機関と定期的に入所者に関しする情報共有をしている

場合に１月に１回算定する。 

【協力医療機関連携加算 １０９円】 

 

＊ 入所者が医療機関に入院し、経管栄養等新規導入など、施設入所時とは大きく異なる

栄養管理が必要となった場合について、当該医療機関の管理栄養士と連携して、再入

所後の栄養管理に関する調整を行った場合に算定する。（特別食を含む） 

【再入所時栄養連携加算 ２１８円】 

 

＊ 特別食が必要又は低栄養状態の入所者に対し、退所先の医療機関へ情報を提供した場

合、退所時栄養連携加算を算定する。 

【退所時栄養情報連携加算 ７７円】 

 

＊ 入所予定日前３０日以内又は入所後７日以内に居宅を訪問し、施設サービス計画の策

定及び診療方針を決定した場合、入所前後訪問指導加算を算定する。 

【入所前後訪問指導加算Ⅰ ４９１円】 

 

＊ 入所期間１ヶ月を超えて自宅へ退所する利用者に対し、試行的な退所時に在宅療養に

関する指導等を行った場合、試行的退所時指導加算を算定する。 

【試行的退所時指導加算 ４３６円】 

 

＊ 入所期間１ヶ月を超えて自宅へ退所する利用者に対し、在宅での主治医に対して必要

に応じて療養情報を提供した場合、退所時情報提供加算を算定する。 

【退所時情報提供加算Ⅰ ５４５円】 

 

＊ 入所期間１ヶ月を超えて医療機関へ退所する利用者に対し、在宅での主治医に対して

必要に応じて療養情報を提供した場合、退所時情報提供加算を算定する。 

【退所時情報提供加算Ⅱ ２７３円】 

 

＊ 入所期間１ヶ月を超えて自宅へ退所する利用者に対し、利用者が希望する居宅介護支

援事業者に対して療養情報を必要に応じて行う場合、退所前連携加算を算定する。 

【入退所前連携加算Ⅱ ４３６円】 

 

＊ 退所後訪問看護が必要と認められ、利用者が希望する場合には訪問看護ステーション

に対して訪問看護指示書を発行した場合に算定する。 

【訪問看護指示加算 ３２７円】 
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＊ 医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、

腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、高脂血症食、痛風食及び特別な

場合の検査食を提供した場合に算定する。 

【療養食加算 7 円】 

 

＊ 利用者の病状が著しく変化した場合に緊急、その他やむを得ない事情により療養した

場合に緊急時治療管理を算定する。 

【緊急時施設療養費 ５６５円】 

 

＊ 新興感染における入院医療機関を確保し、適切な感染対策を行った上で、施設内での 

サービスの提供を行った場合に１月に１回、連続する５日限度として算定する。 

【新興感染等施設療養費 ２６２円】 

 

＊ 一部の定められた疾患に対し投薬・検査・注射・処置等を行なった場合、所定疾患施

設療養費を算定する。 

【所定疾患施設療養費Ⅱ ５２４円】 

 

＊ 入所者の褥瘡発生を予防するため褥瘡の発生と関連の強い項目について定期的な評価

を実施しその結果を提出する。褥瘡マネジメント加算は３月に１回を限度とし算定す

る。 

【褥瘡マネジメント加算Ⅰ  ４円】 

【褥瘡マネジメント加算Ⅱ １５円】 

【褥瘡マネジメント加算Ⅲ １１円】 

 

＊ 排泄障害等のため、排泄に介護を要する特別養護老人ホーム等の入所者に対し、多職

種が協働して支援計画を作成し、その計画に基づき支援した場合算定する。 

 

【排せつ支援加算Ⅰ  １１円】 

【排せつ支援加算Ⅱ  １７円】 

【排せつ支援加算Ⅲ  ２２円】 

【排せつ支援加算Ⅳ １０９円】 

 

＊ 医師が、自立支援のために必要な医学的評価を行い、自立支援に係る支援計画を策定

し、その情報を提出している場合算定する。 

【自立支援促進加算 ３２７円】 

 

＊ 入所者ごとに心身の状況に係る基本的な情報を提出している場合算定する。 

【科学的介護推進体制加算Ⅰ ４４円】 

【科学的介護推進体制加算Ⅱ ６６円】 
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＊ 処置、手術、麻酔等を行った場合は医科診療報酬点数表に定める点数に 10 円を乗じた

額を算定する。 

 

（２）利用料 

  ① 食費（１日当たり）                           ２０４０円 

    （内訳：朝食 ４４０円 昼食 ９４０円 夕食 ６６０円 おやつは昼食に含まれます） 

（ただし、食費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている

食費の負担限度額が１日にお支払いいただく食費の上限となります。 

 

② 居住費（療養室の利用費）（１日当たり） 

    ・従来型個室                              １７２８円 

    ・多床室(４人室)                             ６６２円 

   （ただし、居住費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている

居住費の負担限度額が１日にお支払いいただく居住費の上限となります。） 

＊上記①「食費」及び②「居住費」において、国が定める負担限度額段階（第１段階から３段

階まで）の利用者の自己負担額については、《別添資料１》をご覧下さい。 

 

  ③ 入所者が選定する特別な療養室料／１日               個室 ６６００円 

個室のご利用を希望される場合にお支払いいただきます。なお、個室をご利用の場合、外

泊時にも室料をいただくこととなります。 

 

④ 日用消耗品費／１日 （選択制）               外部業者との直接契約 

Ａセット ３７４円 Ｂセット ５７２円 

Ａセット：ＢＯＸティッシュ、コップ、歯ブラシ、歯磨き粉、ハミングッド、 

舌ブラシ、入歯ケース、入歯洗浄剤 

バスタオル、フェイスタオル、メディカルタオル 

Ｂセット：Ａセットに衣類（室内着、肌着、靴下）を加えたもの。 

 

⑤ 私物洗濯委託費                       外部業者との直接契約 

８８０円 

⑥ 理美容代 

   カットのみ         ３３００円 

  カット・シャンプー     ３８５０円 

  シャンプー・ブロー     ２２００円 

  顔剃り           １６５０円 

  カラー（シャンプー込）   ４９５０円 

  パーマ（シャンプー込）   ６０５０円 
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⑦ 予防接種代                                                     個人負担金額 

インフルエンザ予防接種等に係る費用で予防接種を希望された場合にお支払いいただきます。 

⑧ テレビ使用料／１日                                                 １００円 

  テレビを使用される際にお支払いいただきます。 

 

⑨ 文書料 

  （健康）診断書                            ５５００円 

  各種証明書                              １６５０円 

  死亡診断書（１通目）                        １１０００円 

  死亡診断書（２通目）                         ５５００円 

  領収書の再発行（２通目以降）                      ５５０円 
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短期入所・介護予防短期入所療養介護の場合の利用者負担 

（介護保険１割負担の場合） 

（１）保険給付の利用者負担額 

施設利用料（介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度によって利用料が異なりま

す。以下は１日当たりの自己負担分です。） 

 
従来型個室 多床室(４人室) 

・要介護１    ８９３円 
   ・要介護２    ９７４円 
   ・要介護３   １０４５円 
   ・要介護４   １１０９円 

    ・要介護５   １１７１円 

・要介護１    ９８４円 
   ・要介護２   １０６８円 
   ・要介護３   １１３８円 
   ・要介護４   １２０２円 
   ・要介護５   １２６６円 

 

従来型個室 多床室(４人室) 
・要支援１    ６８９円 

    ・要支援２    ８４８円 
・要支援１    ７３３円 

   ・要支援２    ９０９円 
＊ 夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たす場合は夜勤体制加算を算定する。 

【夜勤体制加算 ２７円】 

 

＊ 当施設の在宅復帰率等によって算出される在宅復帰・在宅療養支援等指標が基準値を

上回り、他の諸要件を満たした場合、在宅復帰・在宅療養支援機能加算を算定する。 

【在宅復帰・在宅療養支援機能加算Ⅱ ５６円】 

 

＊ 介護職員のうち、介護福祉士の割合が一定以上の場合はサービス提供体制加算を算定

する。 

【サービス提供体制強化加算Ⅲ ７円】 

 

＊ 所定単位数に 8.6％を乗じた単位数を 介護職員等処遇改善加算Ⅱとして算定する。 

 

 

＊ 常勤の理学療法士または作業療法士を１名以上配置し、設置基準を満たしている施設

がリハビリテーションを適切に行う体制にある場合に、利用者について個別リハビリ

テーション実施加算として１日につき、個別リハビリテーション加算として算定する。 

【個別リハビリテーション実施加算 ２６２円】 

 

＊ 利用者・家族の事情等により介護支援専門員が必要と認めている場合、緊急短期入所

受け入れ加算を算定する。 

【緊急短期入所受入加算 ９９円】 
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＊ 若年性認知症利用者に対して指定短期入所療養介護を実施した場合は、若年性認知症

利用者受入加算を算定する。 

【若年性認知症利用者受入加算 １３１円】 

 

＊ 要介護度４又は５であって、厚生労働大臣が定める状態である方に対し医学的管理の

下受入れを行なった場合、重度療養管理加算を算定する。 

【重度療養管理加算 １３１円】 

 

＊ 利用者の希望に基づき、ケアプランに位置付けられた場合にご自宅まで送迎を行なっ

た場合に算定する。 

【送迎加算（片道） ２０１円】 

 

＊ 医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、

腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、高脂血症食、痛風食及び特別な

場合の検査食を提供した場合に算定する。 

【療養食加算 ９円】 

 

＊ 利用者の病状が著しく変化した場合に緊急、その他やむを得ない事情により療養した

場合に緊急時治療管理を算定する。 

【緊急時施設療養費 ５６５円】 

 

（２）利用料 

  ① 食費（１日当たり）                           ２０４０円 

    （内訳：朝食 ４４０円 昼食 ９４０円 夕食 ６６０円 おやつは昼食に含まれます） 

（ただし、食費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている

食費の負担限度額が１日にお支払いいただく食費の上限となります。 

 

② 居住費（療養室の利用費）（１日当たり） 

    ・従来型個室                              １７２８円 

    ・多床室(４人室)                             ６６２円 

   （ただし、居住費について負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載されている

居住費の負担限度額が１日にお支払いいただく居住費の上限となります。） 

＊上記①「食費」及び②「居住費」において、国が定める負担限度額段階（第１段階から３段

階まで）の利用者の自己負担額については、《別添資料１》をご覧下さい。 

 

  ③ 利用者が選定する特別な療養室料／１日               個室 ６６００円 

個室のご利用を希望される場合にお支払いいただきます。なお、個室をご利用の場合、外

泊時にも室料をいただくこととなります。 
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④ 日用消耗品費／１日 （選択制）               外部業者との直接契約 

Ａセット ３７４円 Ｂセット ５７２円 

Ａセット：ＢＯＸティッシュ、コップ、歯ブラシ、歯磨き粉、ハミングッド、 

舌ブラシ、入歯ケース、入歯洗浄剤 

バスタオル、フェイスタオル、メディカルタオル 

Ｂセット：Ａセットに衣類（室内着、肌着、靴下）を加えたもの。 

 

⑤ 私物洗濯委託費                       外部業者との直接契約 

８８０円 

⑥ 理美容代 

   カットのみ         ３３００円 

  カット・シャンプー     ３８５０円 

  シャンプー・ブロー     ２２００円 

  顔剃り           １６５０円 

  カラー（シャンプー込）   ４９５０円 

  パーマ（シャンプー込）   ６０５０円 

 

⑦ 予防接種代                                                     個人負担金額 

  インフルエンザ予防接種等に係る費用で予防接種を希望された場合にお支払いいただき

ます。 

 

⑧ テレビ使用料／１日                                                 １００円 

   テレビを使用される際にお支払いいただきます。 

 

⑨ 文書料 

  （健康）診断書                            ５５００円 

  各種証明書                              １６５０円 

  死亡診断書（１通目）                        １１０００円 

  死亡診断書（２通目）                         ５５００円 

  領収書の再発行（２通目以降）                      ５５０円 
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通所・介護予防通所リハビリテーションの場合の利用者負担 

（介護保険１割負担の場合） 
（１）  保険給付の自己負担額 

①基本料金 

施設利用料（介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度によって利用料が 

異なります。以下は１日当たりの自己負担分です。） 

(通所リハビリテーション・通常規模) 
通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ費（3時間以上 4時間未満） 通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ費（6時間以上 7時間未満） 

・要介護１     ５４０円 
   ・要介護２     ６２８円 
   ・要介護３     ７１４円 
   ・要介護４     ８２５円 

    ・要介護５     ９３５円 

・要介護１    ７９４円 
   ・要介護２    ９４４円 
   ・要介護３   １０８９円 
   ・要介護４   １２６２円 
   ・要介護５   １４３２円 

 

＊ 介護職員のうち、介護福祉士の割合が一定以上の場合はサービス提供体制加算を算定

する。 

【サービス提供体制強化加算Ⅰ ２５円】 

 

＊ 所定単位数に 10.3％を乗じた単位数を 介護職員等処遇改善加算Ⅰとして算定する。 

 

＊ 常時、理学療法士、作業療法士又は、言語聴覚士を１名以上配置した場合に算定する。 

【リハビリテーション提供体制強化加算３－４時間 １４円】 

【リハビリテーション提供体制強化加算６－７時間 ２７円】 

 

＊ 通所リハビリテーション（介護予防通所リハビリテーションを除く）計画に基づき、

入浴介助を実施した場合、入浴介助加算を算定する。 

【入浴介助加算Ⅰ ４５円】 

 

＊ 通所リハビリテーション（介護予防通所リハビリテーションを除く）計画に基づき、

短期集中リハビリテーションを行なった場合、短期集中リハビリテーション実施加算

を算定する。 

【短期集中リハビリテーション加算 １２３円】 

 

＊ 通所リハビリテーション（介護予防通所リハビリテーションを除く）計画に基づき、

認知症の利用者に集中的なリハビリテーションを個別に提供した場合、認知症短期集

中リハビリテーション実施加算を算定する。 

【認知症短期集中リハビリテーション加算 ２６７円】 
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＊ 通所リハビリテーション（介護予防通所リハビリテーションを除く）計画に基づき、

若年性認知証の利用者を受け入れた場合、若年性認知症利用者受入加算を算定する。 

【若年性認知症利用者受入加算 ６７円】 

 

＊ 通所リハビリテーション（介護予防通所リハビリテーションを除く）計画に基づき、

要介護度が 4 又は 5 であって、厚生労働大臣が定める状態である方に対し医学的管理

の下受け入れた場合、重度療養管理加算を算定する。 

【重度療養管理加算 １１１円】 

 

＊ 要介護度３－５の利用者の方が３０％以上であり、介護、看護職員を配置基準より１

名以上多く配置した場合に算定する。 

【中重度者ケア体制加算 ２３円】 

 

＊ 日常生活動作（ADL）や手段的日常生活動作（IADL：日常生活動作以外に買い物、調

理、お金の管理、交通手段の活用など社会生活を送る上で欠かすことのできない手段）

が向上することにより、家庭内での家事や社会への参加ができるようになり、他のサ

ービスに移行できた場合に算定する。 

【社会参加支援加算 １４円】 

 

＊ 入所者ごとに心身の状況に係る基本的な情報を提出している場合算定する。 

【科学的介護推進体制加算 ４５円】 

 

＊ 利用者に対し、事業所と居宅間の送迎を行わなかった場合に片道につき算定する。 

【送迎未実施減算 ５３円】 

 



13 

(介護予防通所リハビリテーション)  

施設利用料（介護保険制度では、要介護認定による要支援の程度によって利用料が異なりま

す。以下は１月当たりの自己負担分です。） 

 

 

 

 

＊ 介護職員のうち、介護福祉士の割合が一定以上の場合はサービス提供体制加算を算定

する。 

【サービス提供体制強化加算Ⅰ（要支援１）  ９８円】 

【サービス提供体制強化加算Ⅰ（要支援２） １９６円】 

 

＊ 所定単位数に 10.3％を乗じた単位数を 介護職員等処遇改善加算Ⅰとして算定する。 

 

＊ 通所リハビリテーション（介護予防通所リハビリテーションを除く）計画に基づき、

若年性認知証の利用者を受け入れた場合、若年性認知症利用者受入加算を算定する。 

【若年性認知症利用者受入加算 ２６７円】 

 

＊ 利用を開始した日の属する月から起算して１２月を超えた場合に算定する。 

【利用開始 12 ケ月経過した場合の減算（要支援１）  １３４円】 

【利用開始 12 ケ月経過した場合の減算（要支援２）  ２６７円】 

 

＊ 入所者ごとに心身の状況に係る基本的な情報を提出している場合算定する。 

【科学的介護推進体制加算 ４５円】 

 

（２）その他の料金 

  ・食費                                     ７９０円 

・おやつ代                                 １５０円 

  ・嗜好品費 （コーヒー、紅茶等）                         ８０円 

    ・個別プログラム費（材料実費）                        別途料金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防通所リハビリテーション費 

・要支援１    ２５１８円 
    ・要支援２    ４６９３円 
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訪問・介護予防訪問リハビリテーションの場合の利用者負担 

（介護保険１割負担の場合） 
（１）  保険給付の自己負担額 

①基本料金 

訪問利用料（介護保険制度では、要介護認定による要介護の程度によって利用料が 

異なります。以下は訪問１回当たりの自己負担分です。） 

(訪問リハビリテーション) 

 

 

 

 

＊ 厚生労働大臣が定める勤務年数を要する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪

問リハビリテーションに直接かかわる場合サービス提供体制強化加算Ⅰを算定する。 

【サービス提供体制強化加算Ⅰ ７円】 

 

＊ 訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリテーションを含む）計画に基づき、

療法士が退院（所）日又は設定日から起算して１月以内において集中的なリハビリテ

ーションを個別に１週につきおおむね２日以上１日４０分以上、３月以内において集

中的なリハビリテーションを個別に１週につきおおむね２日以上１日２０分以上行な

った場合、短期集中リハビリテーション実施加算を算定する。 

【短期集中リハビリテーション加算 ２２２円】 

 

＊ 訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリテーションを除く）計画に基づき、

精神、神経内科又は認知症に対するリハビリテーションの研修を終えた医師が判断し

た利用者において療法士が退院（所）日又は設定日から起算して３月以内において集

中的なリハビリテーションを個別に１週につき２日を限度とし、１日２０分以上行な

った場合、認知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定する。加算対象はＭＭ

ＳＥ又はＨＤＳ－Ｒにおいて５点～２５点の利用者とする。 

【認知症短期集中リハビリテーション加算 ２２２円】 

 

＊ 当該指定訪問リハビリテーション施設の医師が診療を行っていない利用者に対して訪

問リハビリテーションを行った場合は１回につき５０単位を減算する。 

【訪問リハビリテーションリハ計画未実施減算 ５６円】 

 

 

 

 

 

 

 

訪問リハビリテーション費 

・要介護１～５     ３４２円 
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(介護予防訪問リハビリテーション)  

訪問利用料（介護保険制度では、要介護認定による要支援の程度によって利用料が異なりま

す。以下は訪問 1 回当たりの自己負担分です。） 

 

 

 

 

＊ 厚生労働大臣が定める勤務年数を要する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪

問リハビリテーションに直接かかわる場合サービス提供体制強化加算Ⅰを算定する。 

【サービス提供体制強化加算Ⅰ ７円】 

 

＊ 訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリテーションを含む）計画に基づき、

療法士が退院（所）日又は設定日から起算して１月以内において集中的なリハビリテ

ーションを個別に１週につきおおむね２日以上１日４０分以上、３月以内において集

中的なリハビリテーションを個別に１週につきおおむね２日以上１日２０分以上行な

った場合、短期集中リハビリテーション実施加算を算定する。 

【短期集中リハビリテーション加算 ２２２円】 

 

＊ 当該指定訪問リハビリテーション施設の医師が診療を行っていない利用者に対して訪

問リハビリテーションを行った場合は１回につき５０単位を減算する。 

【訪問リハビリテーションリハ計画未実施減算 ５６円】 

 

＊ 利用を開始した日の属する月から起算して１２月を超えた場合に減算する。 

【利用開始 12 ケ月経過した場合の減算（要支援１・２）  ３４円】 

 

 

介護予防訪問リハビリテーション費 

・要支援１・２     ３３１円 



16 

「国が定める利用者負担限度額段階（第１～３段階）」 

に該当する利用者等の負担額 
 

○ 利用者負担は、所得などの状況から第１～第４段階に分けられ、国が定める第１～第３段階の

利用者には負担軽減策が設けられています。 

 

○ 利用者が「利用者負担」のどの段階に該当するかは市町村が決定します。第１～第３段階の認

定を受けるには、利用者ご本人（あるいは代理人の方）が、ご本人の住所地の市町村に申請し、

市町村より「介護保険負担限度額認定証」を受ける必要があります。この利用者負担段階につい

て介護老人保健施設が判断・決定することはできません。また、「認定証」の提示がないと、いっ

たん「第４段階」の利用料をお支払いいただくことになります。（「認定証」発行後、過払い分が

「償還払い」される場合があります） 

 

○ 利用者負担第１・第２・第３段階に該当する利用者とは、おおまかには、介護保険料段階の第

１・第２・第３段階にある次のような方です。 

【利用者負担第１段階】 

   生活保護を受けておられる方か、所属する世帯全員が市町村民税非課税で老齢福祉年金を受

けておられる方で 預貯金等額 単身 1000 万円以下 夫婦 2000 万円以下 

【利用者負担第２段階】 

   世帯の全員が市区町村民税を課税されていない方で、合計所得金額と公的年金等収入額の合

計が年間 80 万円以下の方で 預貯金等額 単身 650 万円以下 夫婦 1650 万円以下 

【利用者負担第３段階①】 

   世帯の全員が市区町村民税を課税されていない方で、上記第２段階以外の方課税年金収入額

が 80 万円超 120 万円以下の方で 預貯金等額 単身 550 万円以下 夫婦 1550 万円以下 

【利用者負担第３段階②】 

   世帯の全員が市区町村民税を課税されていない方で、上記第２段階以外の方課税年金収入額

が 120 万円超の方で 預貯金等額 単身 500 万円以下 夫婦 1500 万円以下 

 

 

○ 利用者負担第４段階の利用者の方であっても高齢者二人暮らし世帯などで、お一人が施設に入

所しその利用料を負担すると、ご自宅で暮らす方の生活が困難になると市町村が認めた方は、「利

用者負担第３段階」の利用料負担となります。 
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○ その他詳細については、市町村窓口でおたずね下さい。 

負担額一覧表（１日当たりの利用料）入所 

  食 費 

利用する療養室のタイプ 

従来型個室 多床室 

利用者負担第１段階 ３００ 
５５０ 

０ 
利用者負担第２段階 ３９０ 

４３０ 利用者負担第３段階① ６５０ 
１３７０ 

利用者負担第３段階② １３６０ 

 

負担額一覧表（１日当たりの利用料）短期療養介護入所 

  食 費 

利用する療養室のタイプ 

従来型個室 多床室 

利用者負担第１段階 ３００ 
５５０ 

０ 
利用者負担第２段階 ６００ 

４３０ 利用者負担第３段階① １０００ 
１３７０ 

利用者負担第３段階② １３００ 

 

※上記表中は、負担上限額にて記載しておりますが、低い額を設定する場合、その額を記入して下さい。 
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介護老人保健施設のサービス提供に伴う利用者負担にかかる同意書 

 

年  月  日 

 

介護老人保健施設ソピア御殿山 

施設長  渡辺 寛 様 

 

＜ 利 用 者 ＞ 

住  所 

電話番号 

氏  名                印 

 

＜ 扶養者（ご家族） ＞ 

住  所 

電話番号 

氏  名                印 

利用者との関係（             ） 

 

     

                    

 

 

介護老人保健施設のサービス（入所、短期入所・介護予防短期入所療養介護、通所・介護予防通

所リハビリテーション）を利用するにあたり、介護老人保健施設ソピア御殿山 利用約款に基づき、

重要事項に関するこれらの利用者負担に関して、担当者による説明を受けました。その内容を十分

に理解し、介護老人保健施設のサービスを利用した場合に、これらの対価として施設の定める料金

を支払うことに同意すると共に下記事項を厳守することを保護者として誓約します。 

 

 

記 

１．介護老人保健施設ソピア御殿山の諸規程を守り、職員の指示に従います。 

２．使用料等の費用の支払いについては、介護老人保健施設ソピア御殿山に対し、一切迷惑をかけ

ません。 


